
指定特定相談支援事業
（計画相談支援）に関する説明会

ー計画相談支援の概要等についてー

平成２６年１月２２日・２３日

川崎市健康福祉局障害保健福祉部障害計画課

資料1



１ 計画相談支援の概要
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相談支援の種類
市町村による
相談支援

計画相談支援 障害児相談支援 地域相談支援

実施主体 市町村
指定特定

相談支援事業者
指定障害児
相談支援事業者

指定一般
相談支援事業者

事業者
指 定

― 市町村 市町村
都道府県・指定都市・

中核市

対象者
全ての障害児・者及び
その家族等

・障害福祉サービスを申
請した障害児・者
・地域相談支援を申請し
た障害者

障害児通所支援を申請
した障害児

【地域移行支援】
入所・入院している障
害者等
【地域定着支援】
緊急時等の支援体制が
必要な障害者

サービス
内 容

日常生活等に関する相
談、情報提供等（川崎
市では障害者相談支援
センターとして業務委
託）

・サービス利用支援
（計画作成）
・継続サービス利用支援
（モニタリング）

・障害児支援利用援助
（計画作成）
・継続障害児支援利用
援助（モニタリング）

【地域移行支援】
地域生活への移行（退
所・退院）のための支
援
【地域定着支援】
24時間の相談支援体制

根拠法 障害者総合支援法 障害者総合支援法 児童福祉法 障害者総合支援法
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相談支援と障害福祉サービスのイメージ

指定特定相談支援事業

障害児相談支援事業者

委託相談支援

計画相談支援等

委託相談支援
（指定相談支援事業者へ委託）

障害者相談支援センター

障害福祉サービス等
指定障害福祉サービス

事業者等

障害福祉サービスを含め、トータル

な生活を支援するサービス等利用

計画等を作成

年齢・障害種別を

問わず相談を受け

付ける
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川崎市

運営委託

・指定相談支援事業所業務（計画相談支援、地域相談支援）

・障害種別や年齢に関わらない一次相談

・障害福祉サービス等利用支援、サービス利用していない人

の支援

・区自立支援協議会の運営

・障害程度区分認定調査

地
域
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー

・地域づくり（市・区自立支援協議会の運営など）

・権利擁護（虐待の早期発見・防止、成年後見制度利用支援など）

・人材育成（相談支援従事者の指導・助言、研修の企画・運営など）

・総合的な相談支援（複雑な生活課題を抱えている方への支援など）

基
幹
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー

障害者相談支援センター（合計28ヵ所）

指定特定・一般相談支援事業者

（計画相談支援、地域相談支援）

川崎市における相談支援体制イメージ

サ
ポ
ー
ト

サポート

保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー
・健
康
福
祉
ス
テ
ー
シ
ョ
ン

専
門
機
関
（更
生
相
談
所
・精
神
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー
・百
合
丘
障
害
者
セ
ン
タ
ー
）
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居宅介護、重度訪問介護、同行援護若、行動援護、自立訓練（機能・生活）、宿泊型自立訓練、就労移行支援、就労継続支援A型
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計画相談支援の対象者

＜留意点＞

① 当該申請者が、介護保険制度のサービスを利用する場合については、居宅サービス

計画又は介護予防サービス計画（ケアプラン）の作成対象者となるため、障害福祉サー

ビス固有のものと認められる行動援護、同行援護、自立訓練（生活訓練）、就労移行支

援、就労継続支援等の利用を希望する場合にサービス等利用計画案の提出を求める

ものとする（介護保険サービスへの居宅介護等の上乗せのみの場合は、サービス等利

用計画案の提出は求めない）。

② 障害児が児童福祉法に基づく障害児通所支援と障害福祉サービスの両方を利用す

る場合には、計画相談支援及び児童福祉法に基づく障害児相談支援の対象となるが、

報酬については障害児相談支援給付費のみ算定する。

③ 地域生活支援事業（移動支援、あんしんサポートなど）は対象外。

障害福祉サービスの申請若しくは変更の申請に係る障害者若しくは障害児の

保護者又は地域相談支援の申請に係る障害者。

（※平成27年4月以降は、原則として上記すべての対象者に必要となる予定。）
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【留意点１】月額報酬

同一月に複数回実施しても、それぞれ１６００単位、または、１３０

０単位しか算定することはできない。

報酬関係①

（１）サービス利用支援・障害児利用支援（計画作成）

⇒１６００単位

（２）継続サービス利用支援・継続障害児利用支援（モニタリ
ング）

⇒１３００単位

※ 川崎市は３級地 １単位=１０．６６円（平成２５年度）
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報酬関係②

【留意点２】 計画作成とモニタリングの同一月算定

①同一月算定できるのは、「計画作成⇒モニタリング」の順番で
実施した場合のみ

⇒１６００+１３００=２９００単位
②逆の場合（「モニタリング⇒計画作成」）

⇒計画作成分のみ算定し（１６００単位）、月をまたい

だ場合も同様

（※計画作成のアセスメントのプロセスをモニタリング

で行えているため）
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相談支援専門員がサービス提供事業所の職員と

兼務する場合のモニタリング等の取扱い
相談支援専門員が担当する障害者が利用するサービス提供事業所の職員と兼

務する場合（地域相談支援に係る指定一般相談支援事業者と兼務する場合は除

く。）については、サービス提供事業所との中立性の確保や、サービス提供事業

所と異なる視点での検討が欠如しかねないことから、以下のやむを得ない場合を

除き、当該者が利用するサービス提供事業所と兼務しない相談支援専門員が継

続サービス利用支援を実施することを基本とする。

また、支給決定の更新又は支給決定の変更に係るサービス利用支援等につい

ても、当該者が利用するサービス提供事業所と兼務しない相談支援専門員が実

施することを基本とする。

①支給決定又は支給決定の変更によりサービス内容に著しく変動があった者

のうち、当該支給決定等から概ね３ヶ月以内の場合（サービス利用支援等とそ

の直後の継続サービス利用支援等は一体的な業務であること、また、指定特

定相談支援事業者等の変更に当たっては利用者が別の事業者と契約を締結

し直すことが必要となるため、一定期間を猶予。）

②その他市がやむを得ないと認める場合（本庁協議により判断。）
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相談支援専門員がサービス提供事業所の職員と

兼務する場合のモニタリング等の取扱い（イメージ）

Ａ事業所

Ｂ事業所

利用者

相談支援専門員

兼務職員

相談支援専門員（専従）

相談支援専門員変更時のサービス利用支援

モニタリング

変更時のサー
ビス利用支援

モニタリング

変更時のサービス利用支援

モニタリング

※同一法人内においても事業所が異なれば、兼務の相談支援専門員でもモニタリング等は可能。
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モニタリング期間

対象者 モニタリング期間

１

① 新規で訪問系サービス（居宅介護、重度訪問介護、同行援護若しくは
行動援護）の支給決定を受けた者又は自立訓練（機能・生活）、宿泊型自
立訓練、就労移行支援若しくは就労継続支援A型の暫定支給決定を受け
た者

② 支給決定の変更によりサービスの種類、内容又は量に著しく変動が

あった者

１か月（毎月）ごと

※ただし、最初の３か

月間に限る

２

訪問系サービス、通所系サービス又は地域定着支援を利用する者のうち次に
掲げる者

ア 障害者支援施設からの退所等に伴い、一定期間、集中的に支援を

行うことが必要である者

イ 単身の世帯に属するため又はその同居している家族等の障害、疾

病等のため、自ら指定障害福祉サービス事業者等との連絡調整を行

うことが困難である者

ウ 重度障害者等包括支援に係る支給決定を受けることができる者

１か月（毎月）ごと

３
訪問系サービス、通所系サービス、地域定着支援又は地域移行支援を利用
する者

６か月ごと

４ 療養介護、重度障害者等包括支援又は施設入所支援を利用する者 １年ごと
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２ 計画相談支援の支給決定の流れなど
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障害福祉サービス利用の流れ（イメージ）

（１）申請

（２）サービス等利用計画案の提出依頼

（８）一次判定（コンピュータ判定）

（９）区審査会での審査判定（二次判定）

（11）サービス等利用計画案等必要書類の提出

（３）指定特定相談支援事業者との利用契約（☆）

（４）サービス等利用計画案の作成（☆）

（５）障害程度区分認定調査

※同行援護を申請する場合は同行援護ア

セスメント調査票による調査も実施

（６）概況調査及びサービス利用意向の聴取

（10）障害程度区分の認定

（12）障害福祉サービス利用計画書の作成

（13）サービス調整会議及び市審査会の意見聴取

※支給量が基準超過の場合等（非定型プロセス）

（14）支給決定

（15）受給者証等の交付

（16）サービス担当者会議（☆）

（17）サービス等利用計画の作成及び提出（☆）

サービス利用

（７）医師意見

書の聴取

※指定特定相談支援事業者の主な役割は☆の部分です。その他、適宜申請者に対し、申請手続きに関する支援をしてください。
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（１）申請

障害福祉サービスや地域相談支援等の支給を受けようとする障害者若しくは障害児の

保護者は、援護の実施主体となる保健福祉センター等に対し、「介護給付費等支給決定

等申請書兼利用者負担額減額・免除等申請書」を提出する。

（２）サービス等利用計画案の提出依頼

保健福祉センター等は、申請者に対してサービス等利用計画案の提出を依頼する

（「サービス等利用計画案・障害児支援利用計画案提出依頼書」及び「計画相談支援・障

害児相談支援依頼（変更）届出書」を申請者に渡す。）。

ただし、申請者が介護保険制度のサービスを利用する場合については、障害福祉サービス固

有のものと認められる行動援護、同行援護、自立訓練（生活訓練）、就労移行支援、就労継続支

援等の利用を希望する場合にサービス等利用計画案の提出を求めるものとする

（介護保険サービスへの居宅介護等の上乗せのみの場合は、サービス等利用計画案の提出は

求めない。）。

障害福祉サービス利用の流れ①
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（３）指定特定相談支援事業者との利用契約（☆）

申請者が指定特定相談支援事業者と計画相談支援の提供について利用契約を結ぶ。

（４）サービス等利用計画案の作成及び交付（☆）

指定特定相談支援事業者の相談支援専門員が、サービス等利用計画案を作成し、申請者に交

付する。

（※様式は、計画書・モニタリング報告書ともに、「障害福祉サービス情報かながわ」のHPにて「書

式ライブラリ」⇒「川崎市からのお知らせ」からダウンロードできます）

（５）障害程度区分認定調査

保健福祉センター等又は障害者相談支援センターの認定調査員が、本人等と面接をし、１０６

項目の調査を行う。同行援護の利用を希望する場合は、同行援護アセスメント調査票による調査

も併せて行う。（なお、障害児については、障害程度区分認定調査の代わりに５領域１０項目の調

査を行う。）

（６）概況調査及びサービス利用意向の聴取

認定調査に併せて、本人及び家族等の状況や、現在のサービス内容や家族からの介

護状況等を調査する。また、申請者からサービスの利用意向を確認する。

障害福祉サービス利用の流れ②
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（７）医師意見書の聴取

保健福祉センター等は、申請に係る障害者の主治医等に対し、当該障害者の疾病、身

体の障害内容、精神の状況、介護に関する所見など、医学的知見から意見（医師意見

書）を求める（二次判定において、一次判定を補足する資料として使用する。）。

（８）一次判定（コンピュータ判定）

保健福祉センター等は、認定調査の結果を一次判定用ソフトウェアに入力し、一次判

定処理を行う。

（９）区審査会での審査判定（二次判定）

区審査会において、一次判定結果、医師意見書及び特記事項の内容を踏まえ審査判

定を行う。

（10）障害程度区分の認定

保健福祉センター等は、区審査会の審査判定結果に基づき、障害程度区分の認定を行う。

障害福祉サービス利用の流れ③
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（11）サービス等利用計画案等必要書類の提出

申請者は保健福祉センター等に対し、以下の書類を提出。

・指定特定相談支援事業者が作成したサービス等利用計画案（セルフプランも可能）

・計画相談支援・障害児相談支援依頼（変更）届出書

・その他、利用者負担額認定に必要な書類等

（12）障害福祉サービス等利用計画書の作成

保健福祉センター等は、サービス等利用計画案や障害程度区分等を踏まえて、障害福祉サービス

利用計画書を作成する。

（13）サービス調整会議及び市審査会の意見聴取

保健福祉センター等は、計画書が支給決定基準等と乖離するときは、サービス調整会議及び市審

査会において必要量等を検証の上、必要と認められる範囲内で支給決定を行う。

障害福祉サービス利用の流れ④
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（14）支給決定又は地域相談支援給付決定

保健福祉センター等は、支給決定の勘案事項、サービス調整会議及び市審査会の意見、

サービス等利用計画案等の内容を踏まえ、支給決定又は地域相談支援給付決定を行う。

（15）受給者証等の交付

保健福祉センター等は、障害福祉サービス受給者証・地域相談支援受給者証及び決定通

知を申請者に交付する。

（16）サービス担当者会議（☆）

指定特定相談支援事業者は、支給決定を踏まえてサービス等利用計画案の変更を行い、

サービス担当者会議の開催等により、当該サービス等利用計画案の内容について説明を

行うとともに、障害福祉サービス事業所等から、専門的な見地からの意見を求める。

また、指定特定相談支援事業者は、サービス担当者会議を踏まえたサービス等利用計画

案の内容について、申請者等に対して説明し、文書により申請者等の同意を得る。

障害福祉サービス利用の流れ⑤
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（17）サービス等利用計画の作成（☆）

指定特定相談支援事業者は、支給決定に係る障害福祉サービス等の種類及び内容等を

記載したサービス等利用計画を作成し、申請者等及び障害福祉サービス事業所等に交付

するとともに、保健福祉センター等に提出する。

障害福祉サービス利用の流れ⑥

サービス利用



請求事務について
請求に必要な書類
（１）サービス利用支援及び障害児支援利用援助

サービス等利用計画・障害児支援利用計画（利用者による署名又は捺印を

受けたもの）の写し

（２）継続サービス利用支援及び継続障害児支援利用援助

モニタリング報告書（利用者による署名又は捺印を受けたもの）の写し

（３）地域移行支援

地域移行支援提供実績記録票（利用者による署名又は捺印を受けたもの）

の写し

（４）地域定着支援

地域定着支援提供実績記録票（利用者による署名又は捺印を受けたもの）

の写し

※ 緊急対応がなく、体制確保のみの場合、提供実績記録票は不要

◎上記書類を毎月１１日までに市役所へ提出（区役所への提出分とは別に提出）

＊計画相談支援・地域相談支援⇒障害計画課

＊障害児相談支援⇒こども福祉課

30



３ 相談支援専門員の要件
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例年、 6月頃に募集を
行い、7月～10月にか
けて6日間実施してい
ます。
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初任者
研修修了

現 任
研修修了

現 任
研修修了

初任者
研修修了

現 任
研修修了

現 任
研修修了

初任者
研修修了

現 任
研修修了

現 任
研修修了

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度

平
成
25
年
度
初
任
者
研
修
修
了
者
の
例

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ６年目 ７年目 ９年目８年目 11年目

１年目 ２年目 ５年目４年目 ６年目 10年目９年目８年目 11年目

11年目２年目 ３年目 ５年目４年目 ６年目 ７年目 ９年目８年目

例
１

例
２

例
３

相談支援従事者現任研修は、相談支援従事者初任者研修を修了した翌年度を

初年度とする5年度ごとの各年度末日までに、修了する必要があります。

例えば、平成25年度に初任者研修を修了した方は、平成26年度から平成30年度ま

での間に現任研修を修了する必要があります。平成30年度までに現任研修を修了し

なかった場合は、改めて初任者研修を修了しなければなりません。

相談支援従事者現任研修受講のイメージ



４ その他
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サービス等利用計画の必要性
（日本相談支援専門員協会「サービス等利用計画作成サポートブック」より）

１ ニーズに基づいた本人中心の支援を受けられる

幅広い情報提供、懇切丁寧な説明、希望する生活を含む必要なニーズアセスメントを受

け、複数のサービス調整を受け、一体的・総合的にサービスを提供されることにより、本人

中心の支援を受けることが可能になる。

２ チームによる質の高いサービスを提供できる

保健・医療・福祉・教育等の領域を超えて、チームアプローチや協働による支援が可能

になる。

３ サービス提供（支給決定）の根拠となる

障害者の生活実態や望む生活等のニーズを明らかにし、それを実現するためにはこの

ような種類のこれだけの量のサービスが必要であるということを明らかにし、サービス提供

や支給決定の根拠となる。

４ 地域全体のサービス充実の契機となる

サービス等利用計画の作成や調整の地域に不足しているサービスについての気付きが

生まれ、個別の課題から地域の課題への認識へ発展する。それが自立支援協議会等で

検討され、地域における障害者サービスの充実へつながる。
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計画作成にあたっての留意点

１．エンパワメントの視点が入っているか

２．アドボカシーの視点が入っているか

３．トータルな生活を支援する計画となっているか

４．ニーズに基づいた計画となっているか

５．中立・公平な計画になっているか

６．生活の質を向上させる計画となっているか
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